
Plaza 財務会計のユーザ様へ 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。

数多くのお客様が既に Plaza-i へマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。

スタンドアロン版－低価格モデル

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERP システムとして

既に 150 社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-i のス

タンドアロン版を用意しました。

このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-i と同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle
も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。

最新環境で稼働する Plaza 財務会計 

スタンドアロン版で提供する Plaza-i はバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERP を強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 
aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。

また、Plaza 財務会計は Access2000 までし

かサポートしていないため、Vista 等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-i はコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2 以上）であれば 2GB 以上、Vista
であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。

また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-i では期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。

また、Plaza-i は、四半期財務諸表対応、PDF
への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。

従って、Plaza 財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。 

Plaza-i 給与計算－3 月リリース 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i 給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。

Plaza-i 給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。

また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB
をサポートします。但し、他の Plaza-i モジュー

ルと同じく、近い将来 Oracle に一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 
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情報システムに投資をすると会社が

儲かる！？ 

先日、とある情報システム関連のセミナー

（研修）を受講した際に、こんな命題が出され、

ふと、普段の仕事を思い返しながら考えさせら

れました。（セミナーでは、「設備投資をする

と…」でしたが、拙稿では「情報システム」と

しています。） 
さて、情報システムに投資をすると会社が

儲かるか？ 
答えは当然「Yes」（であるはず）なのです

が、「なぜ？」と改めて問われると、なかなか

ロジカルに具体性をもって答えるのが難しいと

ころです。 
セミナーの内容を私なりに理解して整理す

ると、①投資の目的・目標を定義する→②投資

を実行する→③調達し、導入する→④属人的、

局所的な作業がシステム化される、手作業がシ

ステム化される→⑤活用する、使いこなす→⑥

一人あたりの労働生産性が上がる→⑦一人あた

りの付加価値額（≒営業利益）が上がる→⑧会

社が儲かる。で、②と⑥を抜き出して、「情報

システムに投資をすると会社が儲かる」となる

わけです。 
なるほど、「情報システムに投資をすると

会社が儲かる」には、⑤⑥⑦の「前提」があり、

つまり「情報システムを活用すると会社が儲か

る」と言い換えることができます。 
この⑤以降は、情報システムを開発、提供

する側からは「運用・保守フェーズ」と言われ

ることがありますが、一方で、情報システムを

利用する側からは、「IT サービス活用フェーズ」

と言われます。（IT コーディネータ協会『IT コ

ーディネータ（ ITC）プロセスガイドライン 

Ver2.0』「第二部 IT 経営プロセス全体図、１．

概要フロー」） 

Plaza-i を活用する 

情報システムを活用するとは、データベー

スに蓄積した「データ」を「情報」として利用

することと言えます。 

「情報」とは、「ある特定の目的について、適

切な判断を下したり、行動の意思決定をするた

めに役立つ資料や知識」（weblio 辞書、三省堂 

大辞林、http://www.weblio.jp/content/情報、参

照 2016 年 09 月 09 日）を意味しています。企

業活動では、「情報」は、経営者、管理者、現

場担当者等、その利用者によって様々であり、

また、状況によってその内容が変わっていきま

す。Plaza-i では、こうしたニーズに柔軟に対応

するために、「BAS ビジネス分析モジュール」

があります。帳票や照会画面などのあらかじめ

プログラムされた機能ではなく、（利用者にと

っての）「情報」を取り出すための「定義（デ

ータベース問い合わせ言語）」そのものを、い

くつでもマスター登録することができます。マ

スター登録した「定義」は、当然、（アプリケ

ーションプログラムの変更を伴わずに、）変更

することが可能です。また、「こんな情報が見

たい」「こんなデータを取り出したい」を Plaza-i

で実現するために、弊社コンサルタントによる

「適用コンサルティングサービス」「導入コン

サルティングサービス」も実施いたしておりま

す。本項をご高覧の Plaza-i ユーザ様におかれま

しては、「Plaza-i を活用し、会社が（より）儲

かる」ための「IT サービス活用フェーズ」を、

今一度、ご検討されてみてはいかがでしょう

か？ 

 

Plaza-i 新機能－共通操作 

はじめに 

今回は Plaza-i に最近追加された共通機能に

ついていくつかご紹介致します。 

F5 キーで日付検索（カレンダー） 

Plaza-i V2.01.31 から、日付入力用のテキス

トボックスまたはグリッドのセルで F5 キーを

押すと、日付検索（カレンダー）ダイアログが

開くようになりました。 

http://www.weblio.jp/content/%E6%83%85%E5%A0%B1


カレンダー欄で日付をダブルクリックするか、

または OK ボタンをクリックすると、日付を選

択・入力することができます。詳細につきまし

ては、ユーザーズガイド CMN 操作編の共通基

本操作（章）、検索機能（節）、日付の検索（カ

レンダー）（項）の説明をご参照下さい。 

F1 キーでユーザーズガイド表示 

Plaza-i V2.01.36 から、設定によりヘルプ機

能としてユーザーズガイドの PDF ファイルが

開くようになりました。 
Plaza-i のメニューに対応した画面上で F1

キーを押すと、ユーザーズガイドが開き、その

メニューに対応したユーザーズガイドの節に自

動でジャンプします。 
この機能を利用するには、Plaza-i アプリケ

ーションサポートサービス（PASS）契約に基づ

き、弊社からお客様 ID を入手し、弊社 Web サ

イトからユーザーズガイドを共有フォルダにダ

ウンロードする必要があります。 
詳細につきましては、ユーザーズガイド

CMN 管理者編の Plaza-i の共通機能（節）、F1
ヘルプ機能（項）の説明をご参照下さい。 

 

どこでもドアが欲しい 

今回は少しシステムの話から離れてみたい

と思います。 
安倍政権が最重要課題としてあげている働

き方改革。働く親の視点から私なりに考えてみ

ました。 
特に小さい子を持つ働く親にとって一番欲

しいもの、それは職場と保育園と自宅を一瞬で

移動できる、ドラえもんの「どこでもドア」。

小学生以上の子の親でも家で一人で留守番させ

るリスクを考えれば会社から瞬間的に帰りたい。

本当にあったらどんなに楽か…。 
私自身、一日のうちで移動時間ほど無駄な

時間はないと考えてしまいます。家庭から仕事

へ気持ちの切り替えができる時間、唯一、一人

になれる時間、ゆっくり本が読める時間などと

も捉えられますが、無くす事が出来ないので敢

えてポジティブに考えるだけで、無ければこれ

ほどありがたいことはありません。 

 
どこでもドアがあったら… 

・時短勤務をしなくても保育園のお迎えが間に

合う。 
・早めに帰る気まずさがない。 
・移動時間を気にせずフルタイムで働けるため、

収入も 100％。 
・時間に余裕ができれば家族と過ごす時間にあ

てられ、親の気持ちにも余裕が生まれる。 
・往復の通勤疲れから解放されるので家庭がお

ざなりにならない。 
・親に気持ちのゆとりがあれば例えば夕食のお

かずが一品増えたり、一緒にお風呂に入って子

供とのスキンシップの時間も持てる。 
・心が充足していれば翌日の仕事もまた心身共

に健康で取り組める。 
 
ま、そううまくいかないのが家庭や子育て

だけれども、やはりメリットばかりが頭に浮か

びます。 
 
こういう効果が期待できる働き方ができな

いものか。 
一番近いのは「在宅勤務」。既に取り入れ

ている企業もあり、私の廻りの友人の間でも最

近ちらほら在宅勤務を選択する人が増えてきま

した。もちろん接客業のように完全な在宅勤務

に向かない職種はありますが、今や共働きはあ

たりまえ。毎日決まった会社へ通勤をする人に

とっては、移動時間分を家庭（仕事？）に充て

られ、フルタイムでも移動時間の心配をせず働

ける環境はとても重要です。通勤の疲れもない



から効率的に業務をこなし生産性をあげること

もできるのではないでしょうか。 
少しシステム的な話をするならば IT 環境や

セキュリティ面において、自宅から会社のネッ

トワークにつながる技術も最近ではそれほど大

きな壁でなくなり、数千円で売っている Web カ

メラと Skype があればどこにいたって顔をみな

がらの会議も可能です。 
 
会社の慣習や業務内容に応じて管理レベル

も異なってくるので、会社側の視点からの在宅

勤務制度のリスクや管理については言及しませ

んが、働く親の立場から都合の良い思いを勝手

に綴ってみました。 
子育て世帯に限らず、介護世帯、ひいては

家庭を持ってようがなかろうが、節約できた時

間を趣味や学習のために使える働き方ができれ

ば、プライベートがより充実し、国民の幸福指

数がぐっとあがりそうな気がします。在宅勤務

（テレワーク）が近い将来もっと浸透していっ

て、少なくとも子育て繁忙期や介護環境下にあ

る働き手にやさしい柔軟な働き方ができる社会

が早く来ればと切に願います。 
 

Plaza-i 新機能－国別宛名表示 

はじめに 

海外進出に強い Plaza-i の新機能のご紹介で

す。外部帳票（主に汎用帳票）の住所や取引先

名などの宛名情報を、送付先の国の規定に沿っ

た表示形式に自動で切り替えて印刷できる機能

を V2.01.39 で追加しました。 

宛名表示様式は国によって様々 

例えば日本様式では宛名は「郵便番号、住

所、取引先名、所属、役職、個人名」のように

並ぶのが通常ですが、例えばアメリカ様式では

「個人名」が最初にあり、最後に州名＋郵便番

号、国名が並びます。あるいはまた、シンガポ

ールでは「州名」はありません。このように、

宛名表示様式は国によって様々です。そこで、

本機能を利用することにより、送付先国の様式

に沿って外部帳票を印刷します。 
 

対応帳票一覧 

 

セットアップ 

上記例に倣い、アメリカ、シンガポールの

２カ国の設定を行うものとします。 
・ユーザテキスト生成パターンマスター 

宛名情報の各項目の順番や位置など、どの

ように出力するかを設定します。２パターン登

録します。 
・国コードマスター 

登録したユーザテキスト生成パターンを

「アメリカ」、「シンガポール」にそれぞれ設

定します。 
・ユーザキャプションマスター 

言語「英語」にて、国別宛名表示用のテキ

ストボックスを「使用する」設定をします。 
 

表示例 

・アメリカ様式 
通常、郵便番号と国名は並列表示しません。

 
 

システム メニュー名 帳票名

ARS 債権管理 請求書発行 汎用請求書1～5

ARS 債権管理 勘定書印刷 勘定書

納品書印刷 汎用納品書1～5

入出庫伝票印刷 汎用入出庫伝票1～5

汎用発注書1～5

汎用資材明細書1～5

汎用見積書1～5

汎用注文書1～5

汎用請求書1～5

売上伝票印刷 売上伝票－汎用納品書1～5

送り状

地図

レター

DRS 物流管理

PUR　購買管理 発注伝票印刷

SOE 販売管理
見積伝票印刷

THR 顧客管理 送付状



・シンガポール様式 
通常、国名と郵便番号を並列表示します。 

 
 

最後に 

今回ご紹介した機能の詳細は、ユーザーズ

ガイド CMN 管理者編、国別宛名表示（節）に

も記載しています。是非、ご参照ください。 
 

得意先を分類する 3 つの項目 

得意先集計、得意先区分、得意先状況区分 

はじめに 

従来、担当者や担当組織以外で Plaza-i の得

意先を分類、集計する項目は得意先集計コード、

得意先区分の 2 つでしたが、V2.01.38.00 で新

たに得意先状況区分という区分が追加されまし

たので、従来の 2 つの項目の役割と絡めてご紹

介します。 

得意先集計 

得意先集計コードは、企業単位で全得意先

を統一したコード体系で分類する属性です。全

得意先にもれなく登録を行う必要があります。 
得意先マスターは会社別のマスターですが、

得意先集計コードは会社の枠を超えて同じコー

ド体系で得意先を分類できる部分に特徴があり

ます。 
得意先集計コードは階層構造とすることが

可能で、得意先マスターへの登録は一番細かい

単位で行います。 
また、SRP 売上報告システムでは、得意先

コード別ではなく、得意先集計コード別に売上

実績及び予算を集計します。 

得意先区分 

得意先区分は、会社単位で得意先を分類す

る区分です。この区分も必須であり、全得意先

に対して登録する必要があります。 
得意先区分は卸国内得意先、直販国内得意

先、個人顧客などのように、得意先を大きな区

分に分ける場合に利用します。 
また、得意先のパターン分析を行い、その

パターンを登録し、得意先マスターのテンプレ

ートとして利用可能です。 
得意先区分マスターに登録した属性のほと

んどが得意先マスターや伝票に複写されていき

ますので、入力者が意識しなければいけない項

目が減ります。活用すると結果として入力精度

の上昇が期待できます。 

得意先状況区分 

得意先状況区分は、V2.01.38.00 で Plaza-i
に追加された区分で、売上実績、予算を新規取

引や継続取引等、得意先の取引状況別に分類す

る区分です。 
「継続保守」・「既存顧客からの追加受注」・

「新規顧客から受注」を受注上で認識出来るの

で、フロービジネスとストックビジネスを融合

させた業態（ソフトウェアや会計事務所等）な

どにおいて、新規開拓した割合・リピート率な

どを分析し、新規開拓・既存顧客営業のどちら

に、より力を注げばよいかなどの意思決定に効

果的です。 

受注伝票での得意先状況区分の判定 

得意先マスターの初回受注日、最終受注日

に受注タイプマスターの新規取引期間、復活取

引期間を加味し、受注日と比較して決定します。 
得意先マスターの初回受注日がブランクの

場合は、「新規」と判定します。 
またブランクでない場合でも、最終受注日

がブランクの場合は初回受注日、ブランクでな

ければ最終受注日（以下、前回取引日）＋新規

取引期間≧ 受注日であれば「新規」となります。 
但し、継続取引を前提とする BtoB の物販業

では、「新規」と判定され続けてしまう可能性

があり、復活取引期間を 1 以上にした設定は向

いていません。 



その得意先での受注承認が 2 回目以降で新

規取引期間以降の受注日の場合、「既存」と判

定します。 
前回取引日＋復活取引期間≧ 受注日の場

合に「既存」となります。 

また、受注タイプの既存取引判定区分によ

って「3：既存（追加）」「4：既存（継続）」

を判断します。 
前回取引日＋受注タイプマスターの復活取

引期間以降の受注日の場合に「復活」と判定し

ます。 
ただし、新規取引期間にあてはまる場合に

は「新規」と判定します。  

おわりに 

今回ご紹介した区分のうち、新機能である

得意先状況区分は、会社別オプションのセット

アップや既存の得意先のデータコンバージョン

が必要であるものの、稼働途中でも導入が可能

です。また、既存の 2 つの項目についても、も

っと積極的に活用したい場合は、ご相談を承っ

ておりますので、お気軽に弊社サポート担当者、

導入担当者または弊社 HP 資料請求までお問い

合わせ下さい。 
 

最新の Plaza-i バージョン情報 

平成 28 年 9 月 21 日現在までリリースして

おります最新のバージョン情報をお届けします。 
 
Plaza-i.NET  V2.01.39.08 
Plaza-i 給与計算システム V2.0.5.47 
 
なお、Plaza-i 給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/）Top 画面の

「ニュース」欄にも掲載しております。 
  

https://www.ba-net.co.jp/contact/
http://www.ba-net.co.jp/


電子申請等を行う場合の添付書類の

イメージデータによる提出について 

データ送信の範囲の拡大について、その概要

についてご説明いたします。 
 
１．従来の取り扱い 
いわゆるｅ－Ｔａｘによる電子申請、電子申

告等を行うにあたって、申請書又は申告書等に

添付が必要な書類のうち、様式が指定されてい

るもの又はデータを記述する規格が存在するも

のについては、申告等データとともにデータで

の送信が可能ですが、それ以外の添付書類につ

いては書面での提出が必要となります。 
 書面による提出が必要な添付書類としては、

登記事項証明書、収用証明書、定款、出資関係

図などが考えられます。 
 
２．改正内容 
平成 28 年 4 月 1 日（金）から、ｅ－Ｔａｘ

による電子申請等を行う場合、別途郵送等で書

面により提出する必要がある特定の添付書類に

ついては、イメージデータ（ＰＤＦ形式）によ

る提出が可能となり、書面による提出に代える

ことができます。 
添付書類のイメージデータによる提出の受付

を開始した手続きについては、次のとおりです。 

申告手続 申請・届出等手続 

・法人税 

・消費税（法人） 

・酒税 

・源泉所得税関係 

・法人税関係 

・消費税（法人）関係 

・間接諸税関係 

・酒税関係 

・納税関係 

・法定調書関係 

・電子帳簿保存法関係

（法人） 

・再調査の請求・審査請

求関係 

また、次の手続については、平成 29 年 1 月 4
日（水）から添付書類のイメージデータの受付

を開始する予定となっております。 

申請手続 申請・届出等手続 

・所得税 

・贈与税 

・所得税関係 

・消費税（個人）関係 

・贈与税関係 

・相続税関係 

・電子帳簿保存法関係

（個人） 

なお、税務・会計ソフトで作成した財務諸表

及び勘定科目内訳明細書（以下「財務諸表等」

といいます。）のデータはイメージデータによ

る提出ができないこととなっていますが、国税

庁が指定するＣＳＶ形式のデータで財務諸表等

を作成し、ｅ－Ｔａｘで送信可能なファイル形

式に変換したものをｅ－Ｔａｘで提出（送信）

することが可能となります。 
 

３．留意事項 
（１）イメージデータで送信した添付書類の原

本保存について 
イメージデータで送信した添付書類のうち、

法令の規定により原本の提出が必要とされてい

る第三者作成の添付書類（例：収用証明書、登

記事項証明書など）については、申告に係る添

付書類は法定申告期限から 5 年間（贈与税、移

転価格税制の適用がある法人税等の申告は 6 年

間、法人税の純損失等の金額がある場合の申告

は 9 年間）、申請・届出等に係る添付書類は提

出した日から 5 年間、保存しておく必要があり

ます。 
 

（２）イメージデータの作成について 
税務署において、イメージデータの内容が確

認できない場合は、税務署から、イメージデー

タの再送信又は書面による提出を求められるこ

とがあります。 
 

（３）イメージデータによる提出対象外の添付

書類の提出※について 
申告書、申請・届出書やイメージデータによ

る提出の対象とならない書類をイメージデータ

で送信された場合、その送信は効力を有しない

こととなります。 
 
 



 この場合、改めてｅ－Ｔａｘによる電子デー

タ（ＸＢＲＬ形式又はＸＭＬ形式）の送信又は

書面による提出が必要であり、再送信等の日が

文書収受日となります。 
 
※イメージデータによる提出の対象外の添付書

類 

区分 具体例 

電子データ（ＸＢＲＬ形

式又はＸＭＬ形式）によ

り提出が可能な添付書

類 

法人税申告の財務諸表

及び勘定科目内訳明細

書、所得税申告の青色申

告決算書及び譲渡所得

の内訳書など 

所得税申告で記載内容

を入力して送信するこ

とにより添付を省略で

きる添付書類 

給与所得の源泉徴収票、

医療費の領収書、生命保

険料控除及び寄付金控

除証明書など 

原本への割印が必要と

なるなど手続きの特性

上、書面提出が必要な添

付書類 

印紙税過誤納確認申請

の添付書類など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高額特定資産を取得した場合の納税

義務判定等の見直し 

 平成 28 年度の税制改正により、従来の消費税

法の事業者免税点制度の判定および簡易課税制

度の適用に関して、新たに判定要素が加わるこ

ととなりましたので解説致します。 
 
(1)制度の概要と改正前の取扱い 
 法人の消費税の納税義務の判定については、

通常基準期間（法人の場合には前々事業年度）

の課税売上高を判定要素として、1,000 万円以

下であれば消費税の納税義務が免除されること

とされていました。これを「事業者免税点制度」

と言います。納税義務の判定の際には、基準期

間の課税売上高以外にも判定要素があり、いく

つかの特例規定が設けられておりますが、今回

は特例規定の説明は省略します。 
 また、消費税の納税義務が免除されない法人

が納税額を算定する際の計算方法として、「原

則制度」と「簡易課税制度」が設けられていま

す。「原則制度」とは、課税売上に係る消費税

額から課税仕入れに係る消費税額を控除するこ

とにより納税額を算定する制度です。 
一方、「簡易課税制度」とは課税売上に係る

消費税額から、その消費税額の一定割合（40～
90％）を控除することで納税額を算定する制度

です。簡易課税制度の適用を受ける場合には、

基準期間の課税売上高が 5,000 万円以下であり、

かつ、簡易課税制度選択届出書を提出している

法人であれば適用できることとされていました。 
 
(2)改正後の取扱い 
 法人が高額特定資産を取得した場合または高

額特定資産を自己建設した場合には、事業者免

税点制度および簡易課税制度の適用に関して制

限が設けられます。今回は、高額特定資産を取

得した場合に関して解説致します。 
 
【高額特定資産を取得した場合】 
 課税事業者が、「事業者免税点制度」および

「簡易課税制度」の適用を受けない課税期間中

に高額特定資産の課税仕入れ等を行った場合に

は、高額特定資産の課税仕入れ等の日の属する

課税期間から高額特定資産の課税仕入れ等の日

の属する課税期間の初日から 3 年を経過する日



の属する課税期間までは「事業者免税点制度」

および「簡易課税制度」の適用が受けられない

こととされました。 
 ※「高額特定資産」とは、一取引単位につき

課税仕入れに係る支払対価の額（税抜）が 1,000
万円以上の棚卸資産または調整対象固定資産

（建物、機械装置等）とされています。 
 
 改正の影響を、具体例を使って説明致します。 
【具体例】 
（前提） 
・資本金 1,000 万円で不動産販売会社を設立（第 

1 期及び第 2 期は課税事業者） 
・第 1 期に建物（棚卸資産）を 1,080 万円で購 
 入 
・第 1 期は原則制度を適用し、第 2 期より簡易 
課税制度（第 1 種事業）を適用 

・第 2 期に建物を 1,620 万円で売却 
・他の取引は無いものとする 

 
（解説） 
 税制改正前においては、第 1 期に建物の購入

時に支払った消費税額 80 万円の還付を受け、第

2 期において課税仕入れに係る消費税額がない

にも関わらずに、簡易課税制度を採用すること

により課税売上に係る消費税額 120 万円から

108 万円（120 万円×90％）を課税仕入れに係

る消費税額とみなして控除することが可能にな

り差額の 12 万円を納付すれば済んでいました。 

 今回の改正により、第 2 期については簡易課

税制度を採用することができずに原則制度で納

税額を算定することとなるため、課税売上に係

る消費税額 120 万円を全額納付する必要が生じ、

以前のような節税はできないこととなりました。 
 
【適用時期】 
 上記の取り扱いは、平成 28 年 4 月 1 日以後

に高額特定資産の課税仕入れ等を行った場合に

適用されます。 
 ただし、平成 27 年 12 月 31 日までに締結し

た契約に基づき、平成 28 年 4 月 1 日以後に課

税仕入れ等を行う場合には、当該規定は適用さ

れません。 
 
【税務署への届出】 
 上記取り扱いの適用を受ける法人は、速やか

に「高額特定資産の取得に係る課税事業者であ

る旨の届出書」を税務署に提出する必要があり

ます。 
 
(3)最後に 
 今回の改正により、設立間もない会社や売上

規模が小さい会社で「簡易課税制度」「事業者

免税点制度」の適用が可能な会社について、高

額な資産を購入する場合には、「簡易課税制度」

「事業者免税点度」の取り扱いに制約が生じま

すので、今後は各規定の取り扱いの可否を検討

する必要があります。 

  

（単位：万円）
第1期 第2期

課税・免税 課税 課税
原則・簡易 原則 簡易

（改正前）
課税売上 0 1,620
課税仕入 1,080 0
消費税
　納付額 0 12
　（還付額） (80) 0

（改正後）
課税売上 0 1,620
課税仕入 1,080 0
消費税
　納付額 0 120
　（還付額） (80) 0

差額 0 108

↓



  



 



 

  

  

Visit our web sites at 

http://www.ba-net.co.jp 

http://plaza-i.net 

http://www.aiwa-tax.or.jp 

 

 

 

 

http://www.ba-net.co.jp/
http://plaza-i.net/
http://www.aiwa-tax.or.jp/
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